
補助金交付申請書（様式６）記入例

（様式6）

・対象住宅の建築主

↑ 姓と名の間は文字を空けて記入してください。複数の場合は「、」で区切ってください。
　　売買契約による住宅の場合は「売買」と記入してください。

・採択された要件の確認（１）～【地域材】

↑ 適用申請書 様式2-1のＡ欄に記載の地域材の名称、産地、認証制度等の名称のうち使用する
　　（予定の）ものを記入してください。　　※行が足りない場合は、この様式を複数枚作成してください。

・採択された要件の確認（２）～【グループの共通ルール】

適用申請書 様式3-1～3の共通ルール欄に記載の「具体的取組み内容」欄の共通ルールを全て記入してください。↑

・対象住宅の要件の確認（３）～【住宅の省エネルギー技術に関する講習】

　対象住宅に関わるものが受講した（する）講習会の名称　（次のいずれかに「○」） 　 ※2 （2）の場合は講習会の名称を記載

○ （1） 住宅省エネルギー技術講習会（施工技術者講習会、設計者講習会）

（2） 上記と同等の講習会※1

　対象住宅に関わる講習会の修了（予定）者の区分　（次のいずれかに「○」）

○ （1） 対象住宅の施工者 （2） 対象住宅の設計者 （3） 対象住宅の工事監理者  
※1 同等の講習会かどうか不明な場合はお問合せください。

（注）この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 【H26】 地域型住宅ブランド化事業　採択要件への適合確認書（交付）

地域材情報の共有、地場産業等の
積極的活用、地域の住文化・景観・
デザインへの寄与、和の住まいの推
進に関する共通ルール

地質に応じた地盤調査を実施する
積雪荷重を考慮した許容応力度計算による構造等級2以上の確保と設計住宅性能評価の取得

「標準見積書」を使用して消費者への提示・説明の義務化と契約書への記載
（株）□□総業との同一製品の大口契約による、住宅設備の仕入れ価格の値引き

地域型住宅において○○畳と地域で製作される瓦を使用する
伝統的な町家のデザインとし、地域の特産品を活用した提案で計画認定を得て、街並み形成に寄与する

住宅生産の合理化・効率化に資する
取組、安定供給の長期維持体制、グ
ループの信頼向上に資する取組に
おける共通ルール

住宅履歴情報の保存方法

グループの技術力の向上にお
ける共通ルール

地域材利用に関する共通ルー
ル

グループ共通の維持保全計画書を使用し、点検方法・診断基準に準じたメンテナンスの実施と報告の義務化

契約時、○○住宅履歴サービスへ登録を義務化し、住宅履歴情報の蓄積をおこなう

地域型住宅の仕様説明会、長期優良住宅・設計性能評価研修会の実施参加の義務付けと施工グループの省エ
ネルギー技術講習会受講の義務付け

主要構造材（柱、梁、桁、土台）の過半にグループ指定の地域材を使用し、柱は４寸角以上の材を使用する

グループの長期にわたる住宅維
持管理体制における共通ルー
ル

講習会の名称※2

１戸の対象住宅につき１枚のシートを作成してください。２戸以上の対象住宅について申請する場合はシートを追加して作成してください。

要件への適合確認書（交付）【補助金申請者記入用】

建築主氏名 ◆田　■郎、◆田　●子

使用する（予定の）地域材

 ※採択された地域材のうち、

 　対象住宅で使用する（予定
 　の）地域材を記入してください。

地域型住宅の生産に関する
共通ルール

地域型住宅の特徴等（性能や
地域性等）における共通ルール

具体的取組内容

○○県産材

△△県産材

合法木材

対象となる地域材の名称 地域材の産地 認証制度等の名称

○○県産材認証制度

△△県産材認証制度

合法木材証明制度

○○県

△△県

国内・国外

使用する様式は正しいですか。

【H26】と記載されている様式を

使用してください。

適用申請書様式2-1Ａ

欄に記載した地域材の

名称、産地を正確に記

入してください。

採択された共通ルール（具体的取組内容）は必須

条件です。

具体的取組み内容は全て記入し、対象住宅がこれ

らの内容に適合していることを確認してください。

(2)を選択した場合は、

講習会の名称を記入し

てください。

【様式3】に記載した認

証制度等の名称と同じで

あるか確認してください。

省エネ講習会を未受

講の場合は、受講す

る予定の講習会の名

称を記入（選択）し

てください。

(2)を選択する場合

は、(1)の講習会と

同等である必要があ

りますのでご注意く

ださい。

省エネ講習会の修了

者、または修了予定

者が対象住宅に関わ

る区分に○を付けて

ください。

区分が決まっていな

い場合は、関わる予

定の区分に○を付け

てください。

適用申請書様式3-1～3

の「具体的取組内容」欄

と同じように記入してく

ださい。

記入箇所違い、誤記、具

体的取組内容以外の記載、

等の間違えが多いので注

意してください。


